
第3部　都市の安全と環境

3－3　公 園 ･ 緑 化

統計表の編成と基礎資料

この分野は､公園に関する統計表及び緑化に関する統計表で編成されている。
公園に関する統計表としては､公園の種類別に公園数､公園面積などを掲載し､また､東山総合公園については､入場者数､収容動物数も掲載した。緑化に関する統計表としては､街路樹､保存樹について､樹種別の本数を掲載した。
基礎資料は､主として『名古屋市統計書』､『名古屋市統計年鑑』及び『名古屋市みどりの年報』などである。この分野の統計データは､名古屋市農政緑地局などの業務統計によっている。
公園･緑化行政の沿革

公園行政は､明治6年の太政官布告による公園制度の創設に始まる。これをうけて､明治12年に名古屋における最初の公園である浪越公園 (当時の門前町､現中区)が､愛知県の管理のもとに設置された。そして､ほぼ同時期の明治20年には､笹島街道(現広小路通)にシダレヤナギが植栽され､これが本市における街路樹の先駆けとなった。
市制施行後の明治42年には､名古屋市管理の最初の公園である鶴舞公園が開園した。大正7年には､同公園に付属動物園が開設され､同公園の拡充が進んだ。その後､手狭となった付属動物園を移転するため､広大な自然を背景とする東山公園の整備が進められた。昭和10年には､東山公園が開園したが､つづいて昭和12年には植物園､動物園があいついで開園し､当時としては東洋一の動植物園を有する公園となった。
第二次大戦が街の緑に与えた打撃は甚大であった。戦災のため､公園は食料増産用に畑に転用されたり､また住居確保のため市営住宅の建設用地への転用を余儀なくされたりした。また､街路樹は半減(12,400本)　してしまった。
昭和30年代に入ると､都市公園法が昭和31年に制定された。これをうけて昭和34年､名古屋市都市公園条例が施行され､その後の公園増設にはずみをつけた。また､昭和32年には､中央分離帯にも街路樹が植栽され始めた。しかし､戦災からの復興が進んでいた昭和34年9月に本市に伊勢湾台風が上陸し､公園･緑地にも多大な被害をもたらした。この台風による被害に併せ､昭和30年代から40年代にかけての市街地の急速な発展によって､街の緑は大幅に減少した。
昭和40年代になると､脱｢白い街｣を目指し､公園･緑化行政も多様化しはじめた。花時計や噴水のある公園､フラワーコーナーなどが市内各所でつくられた。昭和44年には､市民参加による公園愛護会が発足したが､これは昭和55年の街路樹愛護会の発足につながっていった。また､昭和49年には､本市で初めて保存樹の指定が行われた。これは､歴史的に価値を持つ名木･古木を次の世代に残すための制度であり､当初は「都市の美観風致を維持するための樹木の保存に関する法律｣によって指定されていた。
昭和50年代に入ると､昭和53年に｢緑化都市宣言｣が市会で決議され､緑化推進条例の制定へと進んでゆき､積極的に緑豊かなまちづくりに取り組む体制が一段と整った。保存樹の指定においても､この条例による指定が始まったが､昭和50年代を中心に増加して､昭和63年4月1日現在､900本以上が保存樹の指定をうけている。昭和55年には｢緑の総合計画｣が策定され､さまざまな緑化施策の展開に拍車をかけた。そして､同年､緑化の普及･指導のための緑化センターが完成し､緑化普及事業を行うこととなった。更に､昭和56年には､緑によるネットワーク形成を目指す｢緑道整備基本計画｣が策定される一方､昭和58年には｢名古屋緑化基金｣が設立され､民有地緑化事業も始まった。
昭和60年代に入ると､まず､昭和61年に緑化普及事業のために､庄内緑地グリーンプラザが建設された。昭和62年には“なごやHAPPYフェア”､昭和63年には第6回全国都市緑化なごやフェア｢緑･花･祭なごや’88｣などの“緑”をテーマにしたイベントがつづいて開催されたが､緑･花･祭に際しては名城公園フラワープラザが建設され､緑化行政は一段と進展してきている。
